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議案第３０号 

 

 

 

令和５年度明石市公共用地取得事業特別会計予算 

 

令和５年度明石市の公共用地取得事業特別会計の予算は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ3,654,400千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。 

（地方債） 

第２条  地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債

の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」によ

る。 

 

令和５年２月２１日提出 

 

 

 

明石市長   泉    房   穂 
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第１表　歳入歳出予算

1   歳入

(単位：千円)

款 項

1 財産収入 1,010,000 

1 財産売払収入 1,010,000 

2 繰入金 8,400 

1 繰入金 8,400 

3 市債 2,636,000 

1 市債 2,636,000 

3,654,400 

金 額

歳 入 合 計
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2   歳出

(単位：千円)

款 項

1 公共用地取得費 2,636,000 

1 行政財産取得費 2,636,000 

2 公債費 1,018,400 

1 公債費 1,018,400 

3,654,400 

金 額

歳 出 合 計
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第２表　地　方　債

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　　率 償 還 の 方 法

千円

公共用地先行取得事業 2,636,000 普 通 貸 借 　５．０％以内 　政府資金等につい

又は とする。 ては、その融通条件

証 券 発 行 　ただし、利率 により、銀行その他

見直し方式で借 の場合には、その債

り入れる政府資 権者と協定するもの

金等について、 とする。

利率の見直しが 　ただし、市財政の

行われた場合に 都合等により据置期

おいては、当該 間及び償還期限を短

見直し後の利率 縮し、若しくは低利

とする。 借換又は繰上償還を

することができる。

計 2,636,000
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令和５年度明石市公共用地取得事業特別会計予算に関する説明書 
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                     歳入歳出予算事項別明細書

１　総　　　　括

（　歳　入　） (単位：千円)

款

1 財産収入 1,010,000 1,161,000 △ 151,000 

2 繰入金 8,400 13,000 △ 4,600 

3 市債 2,636,000 2,150,000 486,000 

3,654,400 3,324,000 330,400 

本年度予算額 前年度予算額 比 較

歳 入 合 計
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（　歳　出　）

款

1 公共用地取得費 2,636,000 2,150,000 486,000 

2 公債費 1,018,400 1,174,000 △ 155,600 

3,654,400 3,324,000 330,400 歳 出 合 計

本年度予算額 前年度予算額 比 較
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(単位：千円)

‐ 2,636,000 ‐ ‐ 

‐ ‐ 1,010,000 8,400 

‐ 2,636,000 1,010,000 8,400 

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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2　歳    入

款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較

151,000 

1 財産収入 1,010,000 1,161,000 △ 151,000 

不動産売払収入 1,010,000 1,161,000 △ 151,000 

1 財産売払収入 1,010,000 1,161,000 △ 

1
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(単位：千円)

土地売払収入
山手環状線街路事業用地先行取得事業 1,000,000 
江井ヶ島松陰新田線道路事業用地先行取得 10,000 
事業

2　歳    入

節
説　　　　　　　明

区 分 金 額

1 土地売払収入 1,010,000 

公 13



款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較

2 繰入金 8,400 13,000 △ 4,600 

1 繰入金 8,400 13,000 △ 4,600 

1 一般会計繰入金 8,400 13,000 △ 4,600 
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一般会計繰入金
山手環状線街路事業用地先行取得事業 8,000 
江井ヶ島松陰新田線道路事業用地先行取得 400 
事業

節
説　　　　　　　明

区 分 金 額

一般会計繰入金 8,400 1
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款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較

3 市債 2,636,000 2,150,000 486,000 

2,636,000 2,150,000 486,000 

1 市債 2,636,000 2,150,000 486,000 

1 公共用地先行取得事業債
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公共用地先行取 公共用地先行取得事業債
得事業債 山手環状線街路事業用地先行取得事業 913,000 

江井ヶ島松陰新田線道路事業用地先行取得 93,000 
事業
西明石活性化プロジェクト用地先行取得事 1,630,000 
業

節
説　　　　　　　明

区 分 金 額

1 2,636,000 
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特定財源 2,636,000 

特定財源 2,636,000 

特定財源 2,636,000 

(特定財源内訳)
地方債 2,636,000 

本年度の財源内訳

1 行政財産取得費 2,636,000 2,150,000 486,000 

3　歳    出

款　　　　項　　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較

公共用地先行取得費 2,636,000 2,150,000 486,000 

1 公共用地取得費 2,636,000 2,150,000 486,000 

1
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(単位：千円)

公有財産購 公共用地先行取得事業に要する経費
入費 山手環状線街路事業用地先行取得事業    913,000 
補償補填及 用地購入費    426,000 
び賠償金 移転補償費    487,000 

江井ヶ島松陰新田線道路事業用地先行取得     93,000 
事業
用地購入費     93,000 

西明石活性化プロジェクト用地先行取得事  1,630,000 
業
用地購入費    700,000 
移転補償費    930,000 

節
説　　　　　　　明  

区　　　分 金　　　　額

3　歳    出

16 1,219,000 

21 1,417,000 
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特定財源 1,010,000 
一般財源 8,400 

特定財源 1,010,000 
一般財源 8,400 

特定財源 1,010,000 

(特定財源内訳)
その他 1,010,000 

一般財源 8,400 

款　　　　項　　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較 本年度の財源内訳

2 公債費 1,018,400 1,174,000 △ 155,600 

1 公債費 1,018,400 1,174,000 △ 155,600 

1 元金 1,010,000 1,161,000 △ 151,000 

2 利子 8,400 13,000 △ 4,600 
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償還金利子 市債元金償還金
及び割引料 長期債元金償還金  1,010,000 

山手環状線街路事業用地先行取得事業 1,000,000 
江井ヶ島松陰新田線道路事業用地先行    10,000 
取得事業

償還金利子 市債利子
及び割引料 長期債利子      8,400 

山手環状線街路事業用地先行取得事業     8,000 
江井ヶ島松陰新田線道路事業用地先行       400 
取得事業

節
説　　　　　　　明  

区　　　分 金　　　　額

22 1,010,000 

22 8,400 
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前 々 年 度 末 前 年 度 末 当 該 年 度 末

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

現 在 高 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 元金償還見込額 現 在 高 見 込 額

千円 千円 千円 千円 千円

１ 397,700 431,700 2,636,000 1,010,000 2,057,700

(１) 公共用地先行取得事業 397,700 431,700 2,636,000 1,010,000 2,057,700

397,700 431,700 2,636,000 1,010,000 2,057,700

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

合　　　　　　　　　計

区　　　　　　　　　分

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

　普　　　　通　　　　債
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